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概要 

近年、毎年のように大規模な風水害が発生し、甚大な被害が発生している。国土交通省の資料参考 1 によれ

ば、令和元年度の台風第 19 号等により水害が発生し、122 名が亡くなった。また、同年の民間事業所の物的

損害額は約 1,700 億円、営業停止損失は約 530 億円に上る。風水害による人的被害や物的被害を軽減させる

ためには、事前の備えが極めて重要であることから、本レポートでは風水害対策を実施する時期別に紹介す

る。また、災害への理解を深め、適切な対策を検討できるようにするため、風水害に関する基礎的な知識も

対策の前段で整理した。本レポートが企業における防災対策の参考となれば幸いである。 
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1. 近年の豪雨災害の傾向 

気候変動の影響を受け、近年大雨が増加傾向にあるように感じられる。例えば「傘は全く役に立たなくな

る」、「車の運転は危険」とされる 1 時間降水量 50mm 以上の雨量について、1975 年以降の年間発生回数を整

理した（図 1）。その結果、1981～1990 年の 10 年間において 1 時間降水量 50mm 以上の平均年間発生回数は約

240 回であったのに対して、最近 10 年間（2011～2020 年）の平均年間発生回数は約 334 回と、約 1.4 倍に増

加している。 

 

気象庁公表データを基に当社作成 

図 1  1 時間降雨量 50mm 以上の年間発生回数 

 

大雨の発生回数の増加に伴い、近年では毎年のように風水害が発生している(表 1)。 

 

表 1 近年の大雨と主な被害内容 

年（災害名） 主な被害 

平成 27 年 

(平成 27 年 9月関東･東北豪雨) 

茨城県常総市では、鬼怒川の堤防が決壊 

約 40km2が浸水し、2万棟近くの住家被害が発生 

平成 29 年 

（平成 29 年 7月九州北部豪雨） 

梅雨前線の南下と停滞に伴い福岡県朝倉市黒川で 9時間降水量 778mm を記録 

死者 34 人 

平成 30 年 

（平成 30 年 7月豪雨、西日本豪雨） 

西日本を中心に北海道や中部地方の広範囲で豪雨が発生 

死者 263 人、住家全壊 6,783 棟 

平成 30 年 

（平成 30 年台風第 21 号） 

大阪湾や紀伊水道では記録的な高潮を観測 

関西国際空港では高潮の被害により、10 日間にわたって滑走路を閉鎖 

令和元年 

（台風第 15 号） 

関東地方に上陸したものとしては観測史上最強クラスの勢力 

広域で停電が発生し、停電戸数は神奈川県と千葉県を中心に約 93 万戸 

令和元年 

（台風第 19 号） 

非常に強い勢力を保ったまま伊豆半島に上陸し、関東地方を縦断 

死者 105 人、住家全壊 3,220 棟 

令和 2年 

（令和 2年豪雨） 

梅雨前線の影響により熊本県を中心に豪雨が発生 

死者 84 人、全壊 1,620 棟 

消防庁公表データ等を基に当社作成 
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2. 風水害に関する基礎的な知識 

風水害への対策に当たっては、まずその発生メカニズムを理解しておくことが重要である。

2.1. 洪水が発生しやすい場所 

河川などの水が住宅や田畑がある地域へあふれ広

がることを氾濫と呼ぶ。氾濫の主な原因として、①堤

防が崩壊し川の水が堤防から流れ出る「破堤」、②河川

の水位が堤防の高さを超える「越流」がある。破堤が

生じやすい場所としては、河の屈曲部、合流点付近、

河幅が狭くなっているところ（狭さく部）、水門の設置

箇所、橋・堰の上流部がある（図 2）。 

 

2.2. 内水氾濫が発生しやすい場所 

平坦な場所に強い雨が降った際、降雨量が排水路や

河川等への排水能力を超過すると雨水が地面に留ま

る。この現象を内水氾濫と呼ぶ。内水氾濫が起こりや

すい場所は平野の中のより低い場所であり、例えば谷

底低地やゼロメートル地帯が該当する。 

 

2.3. 台風の経路と風の強さの関係 

日本を含む北半球では、台風は反時計周りの渦であ

り、日本付近における台風の進行方向は、北東方向で

ある。台風が接近した際の地上における風向は、渦の

方向と台風の進行方向の合力となる。台風の進路の東

側は渦の方向と台風の進行方向が概ね一致するため、

風が強くなる。反対に西側は、渦の方向と進行方向が

逆となり打ち消しあうため、風は弱くなる（図 3）。 

 

2.4. 高潮被害 

高潮の主な原因は台風であり、①台風の低い気圧に

よる海水面の吸い上げや、②強風による海岸への海水

の吹き寄せによって生じる現象である。北半球におい

て台風は北に向かって進むため、吹き寄せは南から北

に向かって生じる。その結果、南に向かって開く湾（東

京湾、大阪湾 等）では、過去に大きな高潮被害が発生

している（図 4）。 

 

 
出典：鬼怒川堤防調査委員会報告書，鬼怒川堤防調査委員会，

平成 28 年 3月，p2-13 

図 2 鬼怒川の氾濫箇所（破堤の事例） 

 

 
当社作成 

図 3 台風の経路と風の強さ 

 

 

   

 
当社作成 

図 4 過去の高潮被害 
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3. 被害軽減のための対策 

ここでは風水害による被害を軽減する対策について、実施時期別に紹介する。 

3.1. 緊急対策 

まずは台風が来襲する 2～3 日前から直前に実施する緊急対策例を紹介する。風水害における被害の特徴

は、ガラスや樋（とい）など建物の弱い箇所の局所的な被害や、徐々に水位が上がることによる水損・汚損

が大半を占める。このような被害形態を踏まえた対策は以下のとおりであり、是非とも台風来襲直前のチェ

ック項目として活用いただきたい。 

 

＜主に風災対策＞ 

□ 屋外設置物（カラーコーン、立て看板、ノボリ、ごみ箱）は屋内に撤収する 

□ 屋外放置物（特にベニヤなどの板材）は撤去する 

□ 敷地内に自転車が置かれていれば片付ける 

□ 屋外保管物品をシートなどで覆っている場合、緊結する 

□ パレットを屋内に収納する、もしくは屋外に置く場合はチェーン等で緊結する 

□ 外壁スレートのフックボルトや、簡易構築物の固定用ボルトに緩みがないか確認する 

□ テント倉庫などで、膜が緩んでいないか確認する（倉庫内に保管物がなければ、膜を撤去する） 

□ シャッターの下部に土のうを設置し、あおられ防止措置をとる 

□ 背の高い車両（トラック等）はできるだけ隙間を少なく駐車する 

 

＜主に水害対策＞ 

□ 構内の排水側溝を点検し、詰まりがあれば清掃する 

□ 屋上、バルコニーなどの排水溝（ドレーン）を点検し、詰まりがあれば清掃する 

□ 1 階床置き、屋外置きの物品は高所（2階、ラック上段 等）へ移動させる 

□ 高所に移動できない場合はパレット上に置く 

□ 建物出入口などに防水板や土のうを設置する 

□ 車両は高所へ移動させておく 

□ 炉は停止する（炉に水が入ると水蒸気爆発の可能性あり） 

3.2. 事前対策 

風水害による被害を軽減されるためには、前項のような緊急対策に加え、中・長期的な視点での対策も重

要である。風水害に備えた事前の対策について、ソフト・ハード・スキルの 3つの観点から紹介する。 

 

3.2.1. ソフト対策 

対策を分類すると以下の 3つに整理できる。 

①災害リスクを把握する 

②災害が発生するおそれがある場合の対応計画を策定する 

③災害に備えて訓練を実施する 

次頁に、それぞれの内容と対策例を示す。 
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①災害リスクの把握 

まず何よりも重要なことは、敷地における災害リスクの有無を把握することである。多くの自治体では河

川洪水や内水氾濫、高潮を想定したハザードマップを公表している。少なくともハザードマップから、敷地

が浸水するリスクの有無の確認が必要である。浸水するおそれがある場合は浸水深や付近の避難所について

も把握することを推奨する。なお、中小

の河川についてはハザードマップが作

成されていないことが多いため、弊社で

は中小河川を含めた浸水リスク評価を

提供している（リスク管理システム SORA 

ONE 2.0 参考 6）。 

一方、ハザードマップでは凡例の幅が

大きく（例：浸水深 0.5～3.0m）、対策の

検討をしづらいことも考えられる。その

場合、国土交通省が公開している地点別

浸水シミュレーション検索システム（浸

水ナビ）の活用をお薦めする。このシステムを用いることで、詳細な浸水深に加え、浸水深の時間経過等も

把握でき、対応計画や事業継続計画の策定、ハード対策の検討等に活用可能である（図 5）。 

次に、災害発生が間近に迫った際の予兆の把握である。防水堤や土のう、排水ポンプ等のハード対策につ

いて、対策箇所に恒久的に設置されるものでなく、危険性が高まった際に手動で設置されるものが大半であ

ることから、水害の予兆をいち早く察知し対応を開始できるかが対策の成否を左右する。そのため、気象情

報をこまめに収集することで、近隣地域での豪雨予報をできるだけ早期に察知することが重要となる。 

気象庁では「降水短時間予報」として、6時間先までは 1km 四方、7～15 時間先までは 5km 四方の細かさで

1 時間降水量の予報を公表している（図 6）。さらに、気象情報提供会社のサービスを活用することで、登録

拠点で豪雨が予測される場合、アラートメールを受信することも可能である。これらのサービスを活用する

ことで、災害の兆候を早期に把握することができ、慌てることなく的確な対策の着手が可能となる。 

 

出典：降水ナウキャスト、降水短時間予報，気象庁 HP，https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kurashi/kotan_no

wcast.html（アクセス日：2021 年 5 月 24 日） 

図 6 降雨ナウキャストによる予測のイメージ 

 
出典：浸水ナビ，国土交通省，https://suiboumap.gsi.go.jp/（アク

セス日：2021 年 5 月 24 日） 

図 5 浸水ナビの表示例 
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②対応計画の策定 

前述のサービスを導入することで、いち早く水害の兆候を察知することができる。また、台風の場合は数

日前から襲来を予見することが可能である。水害の兆候を察知した場合、円滑に対応を進め、人命安全の確

保や浸水による被害を最小限に抑えるため、いつまでに何をしなければならないかを整理しておくことを推

奨する。このような事前の対応計画は一般的には「タイムライン」と呼ばれている（図 7）。タイムラインに

記載する項目例としては、以下のとおり(表 2)。 

 

表 2 タイムラインへの記載項目例 

項目 内容 

ハード対策の着手・完了 

・いつからハード対策（3.2.2 章 参照）に着手し、いつまでに完了させるか 

・対応が必要な箇所が複数ある場合は、どこを優先させるかの記載も望まれる 

・対応に要する時間は訓練（3.3.3 章 参照）を通じて検証しておくこと 

二次災害のおそれがあ

る設備の停止・防護 

（部分停止） 

・工場等において浸水等により、二次災害のおそれがある設備（炉 等）の停止をいつまで

に判断するか 

・停止作業や防護措置をいつまでに完了させるか 

操業中止 

（全体停止） 

・工場等全体における操業中止をいつまでに判断するか 

・中止に当たり、副次的な要素（本社、取引先、関係先等との調整）も考慮すること 

従業員の早期帰宅・避難

判断、勤務方法の変更 

・どの時点で従業員の早期帰宅を許可・指示するか 

・出社できないときの勤務方法（リモートワーク 等）についても併せて判断する 

・一律の判断ではなく、業務内容や個人属性（居住地、家族構成 等）の考慮も望ましい 

・一方、対策本部要員等の拠点に留まる必要がある従業員もあらかじめ設定しておくこと 

当社作成 

 

 

出典：タイムライン，国土交通省 HP，https://www.mlit.go.jp/river/bousai/timeline/（アクセス日：2021 年 5月 24 日）  

図 7 大規模水害に関するタイムライン 
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③事業継続計画（BCP）の策定 

前述の対応計画（タイムライン）は、被害の軽減を目的とした対応を整理した計画であり、対象とする局

面は災害発生前である。一方、災害が発生し不幸にも自社設備等に被害が発生する等して業務が中断した場

合の計画は、一般的には事業継続計画（BCP（Business Continuity Plan））として整理される。事業継続計

画の目的は、生産にあたり重要な設備が被害を受け一定期間使用できない状況においても、事業を早期に再

開させることである。その目的を達成させるため、下記の事業継続戦略がとられる(表 3)。 

 

表 3 製造業における事業継続戦略例 

戦略 考え方 

復旧戦略 

・被害が発生した設備を速やかに修理し、事業を再開させる戦略 

・重要な設備に被害を発生させない、もしくは被害を軽微にとどめるハード対策（3.2.2 章 参照）の

実施が併せて必要 

代替戦略 

・設備に被害が発生し一定期間内に復旧させることが困難な場合、自社の他拠点や他社拠点で事業を

継続させる戦略 

・もしくは、被害を受けた設備を使用しない方法（例：包装機械の損傷に対して、手作業で梱包）で事

業を継続する戦略 

在庫戦略 
・被害を受けて事業を継続できない期間、あらかじめ生産しておいた製品在庫を出荷することで取引

先からの発注に応える戦略 

当社作成 

 

3.2.2. ハード対策 

洪水や内水氾濫などの災害について、一民間企業として発生そのものを回避する対策を実施することは一

般的に困難である（河川の堤防をかさ上げ、岸壁の補強や防波堤の構築 等）。よって対策の基本的な考え方

としては、災害が発生した場合であっても自社の建物や設備には被害を受けないような対策を取ることであ

る。なお、一般的にハード対策で対応できる浸水深は 1m 程度までであるものの、被害を受けた場合の損失や

影響が甚大な設備（サーバー、受変電設備 等）については、積極的なハード対策の実施が望まれる。対策例

は以下のとおり(表 4)。 

 

表 4 ハード対策例 

方針 考え方 

周りを囲む ・建物周りまたは設備周りに防水堤を設置 

・建物の出入り口に可動式防水堤を設置するだけでも一定の効果あり 

・ 防水堤を設置する場合、事前の練習や有事における設置者の確保が課題となるが、浮力により自動

起動するタイプの防水提も実用化されている 

排水する ・敷地内における局地的な浸水であれば、ポンプによる排水も有効 

・災害時には停電の発生も想定されるため、発電機の備蓄やエンジンタイプのポンプを推奨 
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方針 考え方 

持ち上げる ・ 重要な設備を架台の上に設置したり、上階

や屋上に設けたりすることにより浸水を防

ぐ対策 

・架台の高さ（持ち上げる高さ）は、ハザード

マップによる当該地の浸水深を把握した上

で検討 

・一般的に既設の設備における架台の高さを

変更することは困難であることから、設備

のリプレースの際に併せて検討するとよい 

・また、製品や原料などを保管する場合、床面

に直接置かず、パレットを利用することに

より 15cm 程度のかさ上げ効果を見込める 
  

写真の出典：浸水被害防止に向けた取組事例集～社会

経済被害の最小化の実現に向けて～,国土交通省，平

成 29 年 8月，p175 

当社作成 

 

3.2.3. スキル対策 

ソフト対策やハード対策を実施したとしても、円滑に遂行できなければ効果は半減する。着実な対策の実

施のため、定期的な訓練の実施が求められる。訓練の実施方法としては、以下のパターンがある(表 5)。 

 

表 5 訓練実施方法 

方法 特徴等 

実技訓練 
・防水板等を実際に設置することで、操作の円滑性の向上を図る訓練手法 

・所要人数や所要時間の把握も可能 

机上訓練 

・水災の予兆を察知した場合や、水災が発生した場合、各自の役割（対策本部長、対策本部員 等）に

基づき、①情報取集、②情報整理、③意思決定、④報告・指示を疑似体験する訓練手法 

・訓練を実施することで、情報整理能力や判断能力を養うことが可能 

当社作成 

 

4. 終わりに 

本レポートを執筆している 2021 年 6 月 16 日時点で、関東甲信地方まで梅雨入りしている。近畿地方は観

測史上最速の梅雨入りとなった。対応計画や事業継続計画について、未策定の企業におかれては本レポート

等を参考に速やかに検討を始めていただきたい。一方、策定済みの企業におかれては策定内容を改めて見直

し、不足や修正が必要な箇所（人事異動等に伴う責任者の変更、新たに導入した備品の反映 等）はないかの

確認を推奨する。また、ハード対策については、備蓄数量や保管場所の確認に加え、動作確認も不可欠であ

る。 

本レポートの記載した対策の中には、一定の費用を要するものも含まれる。中～長期的な計画の中で優先

順位を設定し、着実に取り組みを進めていただきたい。今年度は大規模な風水害が発生しないことを切に願

う。 
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